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V. 社会的属性・特性と貧困との関連分析 

1.  社会的被排除グループの存在と貧困指標との関連 

ウガンダは 1980 年代から 2006 年の和平合意まで 20 年に及ぶ内戦の影響により、国内避難民

（IDPs: Internally Displaced Persons）139、難民が大量に発生した。特に北部地域については、政府

軍と反政府武装勢力である LRA の交戦により、内戦の影響が色濃く残っている。以下は北部地域

と全国の貧困状況を比較したグラフである。図によると、貧困にあえぐ人口は順調に減少する傾

向にあると言えるが、ウガンダの高い人口増加率を鑑みると、実際のところ貧困人口の絶対数は

増加している。2009/10 年には北部地域の貧困人口は 284 万人となっており、West Nile 地域・

Karamoja 地域を含む PRSP の対象地域の貧困人口は 420 万人となっている。すなわち、PRSP の対

象地域全体でウガンダ全土の貧困人口（750 万人）の 56%を抱えていることになる。 

 

図 V-1 北部地域と全国の貧困状況（1992年～2009年度）140 
 

(1)  紛争により発生した社会的排除グループ 

以下、ウガンダにおける紛争の影響を受けたグループを見ることにする。 

(i) 国内避難民 (IDPs) 

ウガンダでは、度重なる紛争の影響で北部地域人口の 90%（180 万人以上）が国内避難民（IDPs）

と化し、2005 年の時点で 242 か所に上る国内避難民キャンプがウガンダ国内に設置されていた。

2007 年には 53.9 万人の国内避難民が帰還したが、一方で 91.6 万人がキャンプに取り残され、38.1

万人が出身地の近隣の村に定住した。2006 年の和平合意後から国内避難民キャンプは段階的に閉

鎖されており、Acholi 地域では 2012 年の時点で 180 万人の 98%が出身地やその近隣村に帰還し、

生活環境と土地へのアクセスは改善された141。 

                                                        
139 UNOCHA, “Guiding Principles on Internal Displacement”によると、IDP は"Persons or groups of persons who have 
been forced or obliged to flee or to leave their homes or places of habitual residence, in particular as a result of or in order to 
avoid the effects of armed conflict, situations of generalized violence, violations of human rights or natural or human-made 
disasters, and who have not crossed an internationally recognized State border.” と定義されている。 
140 Office of the Prime Minister, Uganda (2011) “Midterm review of the peace, recovery and development plan(PRDP) for Northern Uganda”, P.3 
141 Republic of Uganda (2012) “Uganda Humanitarian Profile 2012” P.3 
http://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/uganda_humanitarian_profile__2012.pdf（2013/12/04 アクセス） 
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一方、2012 年の時点では、West Nile 地域では国内避難民 7,365 人、東部地域では 2 万人の帰還

が実現していない142。以下の図では、2010 年 12 月の時点での国内避難民キャンプの閉鎖状況を

示している。この図によると、2010 年 12 月の時点で Kalakwi 県、Amuru 県、Pader 県、Nwoya 県、

Adjumani 県では全てのキャンプが閉鎖されている一方、Lamwo 県では 5 か所、Agago 県では 4 か

所、Kitgum 県では 3 か所、Amuria 県では 16 か所、Gulu 県では 1 か所のキャンプが継続的に活動

している。 

 
図 V-2 国内の難民キャンプ（2010年 12月時点）143 

 

 

(ii) 元戦闘員 

北部地域で活動していた「神の抵抗軍（LRA）」に属していた元戦闘員は、2000 年から DDRR

（Disarmament, Demobilization, Reinsertion and Reintegration）事業、2005 年から MDRP(Multi-country 

Demobilization & Reintegration Program)事業により戦闘員の武装解除および社会統合プロセスが促

進され、2010 年の時点で 3.2 万人の元児童兵を含む元戦闘員が除隊している144。 

                                                        
142 Republic of Uganda(2012) “Uganda Humanitarian Profile 2012”  P.10 
143 UNHCR (2010), “IDP camp phase out status 2010” 
http://www.internal-displacement.org/8025708F004BE3B1/%28httpInfoFiles%29/F1E3DF0FCF59D97DC12577F200359A
D0/$file/uga_unhcr_gulu-camp-phase-out-status_dec10.pdf（2013/12/04 アクセス） 
144 IOM/UNDP (2010) “Land or Else, Land-Based Conflict, Vulnerability and Disintegration in Northern Uganda”  P.18 
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(iii) 孤児 

度重なる紛争により、ウガンダには多くの孤児145が存在する。2005 年度の統計によると国内

の子どもの人口の 14.6%が孤児であったが、2009 年度は 12.3%となっている。ウガンダ政府の

統計によると、15‐17 歳の子どもを持つ親が亡くなる確率が比較的高いことから同年代の孤児

の割合は 25.5%となっており、5 歳未満の孤児の割合は 3.6％であった。女性世帯主世帯の子ど

もが孤児の割合は 26.2%であり、男性世帯主世帯の 6.6%と比較して高いため、寡婦となった女

性世帯の増加が理解される。全体として地方よりも都市に孤児は多い傾向であるものの、地域

的には北部における子どもの孤児率が最も高く 16.7％、首都のあるカンパラ地域は 15.4％と次

に続いている。 

 

 

  

図 V-3 ウガンダの孤児人口の推移146と孤児家庭の環境・背景（2009年度）147 

                                                        
145 “Uganda National Household Survey (UNHS) 2009/2010”では、孤児を 18 歳未満の片親もしくは両親を亡くした子

どもと定義している。 
146 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.132 
147 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.133 
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図 V-4 によると、ウガンダ全世帯数（620 万世帯）のうち、18%にあたる 110 万世帯が一人以上

の孤児を受け入れており、北部地域では、2009/2010 年時点で 4 人以上を受け入れている世帯は

20%に上る。 

 

 

図 V-4 孤児を抱える世帯の特性と地域分布（2005年度/2009年度）148 

                                                        
148 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.134 
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(iv) 寡婦 

ウガンダの寡婦149人口は、2009 年度の調査によると約 87.4 万人とされており、女性人口全体の

11%を占める。下図によると 2005 年度と比べ 2009 年度の寡婦人口（15 歳以上）は 5%増加してお

り、状況が悪化している。また、79%％の寡婦は農業による自給自足に依存しており、80%が世帯

主として世帯を支えているが、50％以上の者に障害があったり、学校に通ったことがなかったり、

70％の者が非識字者であることが分かる。 

 

 
図 V-5 寡婦の特性150 

 
 

(v) 障害者 

ウガンダでは、長年の紛争の影響により身体的、精神的障害者の人口が多く、障害が直接的に、

あるいは施設環境の未整備により間接的に就学や就業に支障をきたしている。ウガンダでは、全

人口の 15.8%が何らかの障害を抱えており、特に視覚障害を持つ人口は障害者の半数（7.8%）に

上る151。図 V-6 は、障害の分類による就学・就業との関連性を示しているが、6 歳から 24 歳の児

童のうち、22.2%が常にもしくは時折就学に支障をきたす状態であり、全体の障害のうち聴覚、記

憶・集中力、言語の障害が突出している。就業に関しては、53.5％が常にもしくは時折就業に支

障をきたす状態である。特に、常時就業に支障をきたす状況に置かれている障害者の割合は、全

障害者（常時就業に支障をきたす者、時折就業にきたす者、就業に影響の無い者、就業が不可能

な者）のうちの 4 割近くになっている。 

                                                        
149 寡婦とは夫を死別、離別により失った再婚していない女性を指す。 
150 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.139 
151 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.141 
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図 V-6 障害内容による就学・就業との関連性152 

 
 

(2)  その他の要因と貧困との関連 

社会的脆弱性は一般的に年齢、性別、障害、職業、そして貧困や紛争・災害などの現象による

人口統計上の要因とともに言及することができる。この項では、一般的な貧困層世帯を食料不安

に基づいてプロファイリングするとともに、さらに一般的属性ではジェンダー、高齢者、その他

職業、教育など貧困と関連性の高い要因との関連性を見る。 

次の図 V-7 と図-8 は、各地域の食料調達状況である。Acholi、Karamoja、難民キャンプでは特

に食料支援を受けている世帯の割合が多いことから、貧困地域と指摘されている北部地域との相

関関係があることが理解される。全体的にどの地域も、食料を購入する割合が多くを占めており、

Karamoja と Teso では食料を借りることがあるが（各 10%、7%）、その他の地域ではそのような

行動はあまり見られない。また、Karamoja では、狩猟や漁業での食料調達があるが（8.1%）、他

の地域では自分達でつくった農産物を自家消費する割合の方が多く（農業）、難民キャンプでは

土地を保有しない人口が多いため、農業に依存する人口が少ない。 

                                                        
152 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.141 
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図 V-7 食料不安を抱える世帯分布（再掲）153 
 

 
図 V-8 地域毎の食料源分布154 

                                                        
153 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.10 
154 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis Uganda”  P.52 
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下図は食料不安を抱える集団の特徴を示している。特に、世帯主が非識字者であることや女性

世帯主世帯が食料不安を抱えている場合が多いことが分かる。 
 

 
図 V-9 食料不安を抱える集団の特徴155 

 
(i) ジェンダーと貧困 

2009 年度の時点でウガンダ国内の全世帯数は 620 万であり、そのうち 186 万世帯(30％)が女性

世帯主である。女性世帯主の割合は、全国的に地域別による大きな差異が見られないが、都市に

多い傾向がある。また、男女間の識字率は平均的に女性が 10%以上低く、特に北部地域の格差は

25%と高くなっている。失業率は、都市への人口集中化により失業率が地方部に比して高い。ま

た、女性の失業率は男性よりも若干高い。 

 

 
図 V-10 世帯主の性別と居住地別分布156 

                                                        
155 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”,  P.58 
156 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.11 
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図 V-11 男女の識字率比較と地域分布157 

 
 

 
図 V-12 男女別、地域別、年代別の失業率比較158 

                                                        
157 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.16 
158 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.44 
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下図では、地域および世帯主の性別による平均収入の状況を示している。2005 年度と比較する

と 2009 年度は平均収入が約 2 倍に上昇しているが、男女世帯主間の格差は変化の無いことがわか

る（男性は女性の約 1.5 倍）。また、教育水準も収入に大きく影響しており、地方部において高

校以降を進学した世帯と未就学世帯ではおよそ 4 倍の差が出ており、さらに都市部では 5 倍の差

になっている。 

 

 

 
図 V-13 地域・世帯主性別による平均収入の状況（2005年度/2009年度）159 

                                                        
159 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.94 
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(ii) 高齢者と貧困 

高齢者人口はウガンダにおいて 130 万人であり、うち 53%は未就学、高齢者女性のうち 79.5%

は非識字である。紛争の終結および人口増加に伴い、60 歳以上の高齢者人口も前回の 2005/2006

年と比して 10 万人増加している。また、高齢者人口全体の 64.5％が障害を抱えており、高齢者女

性の 63.2%は寡婦である等、非常に脆弱と言える。 

 

 

 

図 V-14 60歳以上の高齢者の特性（2005年度/2009年度）160 

                                                        
160 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.138 
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(iii) 職業と貧困 

貧困と労働分野の関連性を見る。図 V-15 によると、農業に従事している世帯は比較的に食料不

安を抱えておらず、むしろ漁業や資源関連の業態で食料不安を抱える世帯が多い。 

次ページの図 V-16 は、職業毎の特性と資産保有の状況を表しているが、小作農民や食料援助を

受けている人達は保有資産が低くいことが分かる。一方、農産物流通業者や賃金労働者はエンゲ

ル係数が低く、所得源が主要職業の他にもある傾向が見られる。 

 

 
図 V-15 食料の安定に関する職業別割合161 

                                                        
161 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.11 
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図 V-16 職種ごとの貧困状況162 

                                                        
162 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.44-45 
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図 V-17 に、農家(Agriculturalist)、小作農(Agro-Laborers)、牧畜家(Agro-Pastoralists)、農産物流通

業者（Agro-Traders）の分類の地域分布を、図 V-18 に職業毎の食料消費と地域分布を示す。 

 
図 V-17 主要な職種の地域分布163 

 

 
図 V-18 職業毎の食料消費と地域分布164 

                                                        
163 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.46 
164 “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.50 
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(iv) 教育水準と貧困 

図 V-19 は WFP が持つデータベースで示された地域毎の識字率人口分布である。色が薄くなる

につれて非識字率が高くなる。東部の Karamoja 地域が最も高く、0.1-40%の人口が非識字である。 

 

 

 

 
図 V-19 世帯主の識字状況（%）165 

 

                                                        
165 “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.27 



貧困プロファイル（平成 25年度） 
ウガンダ国 編 

78 

図 V-20 は女性世帯主世帯における地域別就学率、図 V-21 は男性世帯主世帯における地域別就

学率を示している。女性世帯主世帯の数値は男性世帯主世帯と比して全体的に低い。地域的に見

ると北部地域ならびに東部地域の就学状況が悪い。 

 

 

 

 

 
図 V-20 女性世帯主世帯の就学状況（2011年）166 

 

                                                        
166 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.23 
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図 V-21 男性世帯主世帯の就学状況（2011年）167 

                                                        
167 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.24 
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VI. 貧困に影響を与えている国内外の要因 

1.  越境的要因 

(1)  国内外の紛争による難民状況 

UNHCR によると、現在のウガンダ国内の紛争の影響を受けた難民や国内避難民は、2013 年 1

月の時点で 38 万人いるとしており、隣国からの難民・庇護申請者、ウガンダ紛争による国内避難

民、帰還民（難民・国内避難民）、元難民・元国内避難民で構成されている。特にコンゴ民主共

和国からの難民が 11 万人と、ウガンダ紛争による元難民・元国内避難民 15.4 万人で大半を構成

している。2006 年の和平合意以降、既述のように難民、国内避難民の帰還が促進され、それら集

団の流動性が低くなっている。 

 

 
図 VI-1 紛争により発生した難民・国内避難民の人口168 

                                                        
168 UNHCR の HP より 
http://www.unhcr.org/pages/49e483c06.html（2013/11/08 アクセス） 
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下表はウガンダに影響を与え得る国内外の災害リスクを示している。洪水、土砂崩れ、干ばつ、

感染症、国内紛争、国外の紛争が挙げられる。 
 

 

図 VI-2 災害リスクと早期警告判断指標169 

                                                        
169 Republic of Uganda (2012) “Uganda Humanitarian Profile 2012”  P.20 
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2.  貧困に影響を与えている国内の要因 

(1)  災害と貧困 

災害がウガンダの国民に与える影響を階層的に説明する。ウガンダは近年、甚大な被害を伴っ

ている洪水と干ばつが国民の消費に影響しており、ウガンダ国民の貧困を助長している。下表で

は、洪水や干ばつは貧困層、脱貧困層、中間層それぞれの階層の 40%以上の世帯に影響している

が、貧困層世帯の 55%は中間層の 40%と比してもより脆弱であり、貧困度合いが高いほど、脆弱

性が高いと言える。また、農業危機（害虫被害、家畜の感染症と品質の低い種子による農業生産

性への危機も含む）時に消費が減少する人口は、中間層世帯の 19%に対し、貧困層は 30%であり、

貧困層は当該問題に関しても脆弱であると言える。さらに、その他主要な危機（紛争、火事、盗

難、事故による負傷等）に関し、貧困層世帯の 33%（中間層は 24%）が脆弱であり、25%（中間

層は 11%）が消費を減らす。 

 

 

 

図 VI-3 主要な災害が各階層（世帯）に与える影響度170 

                                                        
170 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report”  P.29 
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図VI-4は、危機の種類毎の分布と世帯に与える影響を現している。干ばつはウガンダ全土で42%

の世帯に影響を与え、他の危機と比すると突出しており、特に地方部世帯の 47.8%（都市は 15.6%）

に影響を与える。図 VI-5 は、洪水による被害に付随して起こる二次災害の分析である。 

 

 
図 VI-4 危機の種類毎の分布と世帯に与える影響（2006年）171 

 

 

図 VI-5 洪水による被害に付随して起こる二次災害の分析172 

                                                        
171 UBOS(2006) “UNHS 2005/2006”  P.120 
172 Republic of Uganda (2012) “Uganda Humanitarian Profile 2012”  P.15 
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3.  当該国特有の事項 

(1)  地域毎の不安定要因 

(i) 地域毎の不安定要因の概況 

2011 年にウガンダ政府が出した PRDP フェーズ 2 報告書では北部の不安定要因は土地問題が

48%、家畜強盗が 25%、窃盗が 21%、家庭内暴力が 16%、食料難・自然災害が 10%存在すると指

摘している。また、PRDP が対象としている北部地域におけるアンケート調査で、土地問題が紛

争に起因したと答えているサブカウンティ（県の下に位置する郡）は 69%、家庭内暴力、セクシ

ャル・ジェンダーに基づく暴力が 58%、窃盗が 17%、アルコール・薬物依存症が 15%、飢餓・食

料難が 8%、政治的干渉が 8%と回答しており、さらに不安定な若年層の雇用問題が紛争の原因と

して挙げている。図 VI-6 にウガンダ北部の不安定要因を、図 VI-7 に地域毎の貧困状況を示す。 

 

 

 
図 VI-6 ウガンダ北部が抱える不安定要因173 

                                                        
173 Office of the Prime Minister(OPM), Uganda (2011)  
“Mid term review of the peace, recovery and development plan(PRDP) for Northern Uganda”  P.20 
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図 VI-7 貧困人口の地域分布174 

                                                        
174 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.97 
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(ii) 土地問題 

ウガンダ国では、長年の紛争の影響によって国内避難民が発生し、約 20 年もの間、キャンプ生

活を強いられていた人達がいる。元々住んでいた土地から長期間離れていたため、帰還するにあ

たり、土地所有権に関する問題（別の人が住んで土地所有権を主張、土地の境界線が不明瞭、公

的証明書類が存在しない等）が頻発している。土地は農業が主要産業であるウガンダ国民にとっ

て生計を立てるために必要不可欠な資産であり、その所有権に関する闘争は死活問題となってい

る。下図では、元国内避難民では 5%、国内避難民では 40%が家族間、近所もしくは収奪者との土

地問題を抱えており、元国内避難民の 88%は今後の土地問題を予防するためにも、土地登記を行

おうとしている。 

 

 
図 VI-8 国内避難民と元国内避難民の格差175 
（2008年 11月から 2009年 10月まで） 

 

 
図 VI-9 国内で報告されている土地問題と訴訟状況176 

（2003年 8月から 2009年 10月） 

                                                        
175 IOM (2010) “Land or Else, Land-Based Conflict,, Vulnerability and Disintegration in Northern Uganda”  P.9 
176 IOM (2010) “Land or Else, Land-Based Conflict,, Vulnerability and Disintegration in Northern Uganda”  P.10 
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(iii) 東部が抱える不安定要因 

東部の Karamoja 地域にはおいては、2008 年の時点でおよそ 101 万人居住しており、その 58％

に当たる 59.4 万人が食料不安を抱えている。 

 

 
 

図 VI-10 Karamoja地域における食料不安状況177 
 

                                                        
177 WFP(2009) “Comprehensive Food Security & Vulnerability Analysis (CFSVA) Uganda”  P.10 
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(iv) テロの脅威 

ウガンダは、東アフリカのソマリアの平和維持活動に参加しており、ブルンジとともに「ソマ

リア平和維持部隊（AMISOM）」を構成し、活動を行っている。しかし、ソマリアは 2014 年現在

無政府状態に近い状況におかれている。「旧ソマリア国」地域周辺でテロ事件を頻発させている

のが、イスラム過激派テロ組織「アル・シャバーブ」である。 

 

「アル・シャバーブ」については不明な点が多いが、在ケニア日本大使館の現地邦人向け説明

資料178などを元に説明する。「アル・シャバーブ」は 2004 年頃、ソマリアの「イスラム法廷連合」

の軍事青年部門として設立された。2007 年に「イスラム法廷連合」が敗退した後も「アル・シャ

バーブ」はソマリア国内で戦闘を続けていたが、AMISOM やケニア軍などの攻撃により、2011

年 8 月にソマリアの首都モガディシュから、2012 年 9 月にソマリアの港湾都市キスマヨから撤退

した。その後ゲリラ戦術に転向し、ソマリア国内にとどまらず、国外でのテロ活動を開始した。

2012 年には、国際テロ組織「アル・カイーダ」の傘下に入ったとされる。 

 

「アル・シャバーブ」は AMISOM の参加国であるウガンダ・ブルンジ、港湾都市キスマヨを制

圧したケニアなどに対して、理不尽な「報復」宣言を一方的に行っている。 

 

2010 年 7 月 12 日、ウガンダの首都カンパラ市内において爆破テロが発生し、74 人が死亡、84

人が負傷した179。2012 年以降、ケニアにおいては「アル・シャバーブ」による爆弾テロが多発し

た180。2013 年 9 月 21 日、ナイロビの「ウェストゲート・ショッピングモール」を武装集団が襲

撃し一般市民 61 名および治安要員 6 名を含む死傷者 240 名を出す大惨事となった。 

 

「ウェストゲート・ショッピングモール」襲撃事件の発生後、犯行声明が「アル・シャバーブ」

によって出され、ウガンダに対しても同様のテロ攻撃を行うと宣言している181。このような不安

定な治安状況は、ウガンダ政府が「NDP」などで目指す国家の経済発展に大きな悪影響を与える

ものであり、とりわけ貧困層に対する影響が懸念される。 

                                                        
178 在ケニア日本大使館(2013)  
「Westgate テロ事件関連情報」平成２５年度第３回邦人安全対策連絡協議会配布資料 
http://www.ke.emb-japan.go.jp/ryoujianzen/SecurityMeeting26-10/Westgate%20terror%20attack.pdf 
（2014/02/05 アクセス） 
179 日本国外務省(2013) 「ウガンダ テロ・誘拐情勢」 
http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcterror.asp?id=93（2014/02/06 アクセス） 
180 日本国外務省(2013) 「ケニア テロ・誘拐情勢」 
http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcterror.asp?id=100（2014/02/06 アクセス） 
181 日本国外務省(2013) 「ウガンダ：テロの脅威に伴う注意喚起」 
http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcspotinfo.asp?infocode=2013C434（2014/02/06 アクセス） 
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VII. 重点支援分野と貧困との関連分析 

ウガンダに対する現在の我が国の基本方針は、インフラ整備および地方部の所得向上に係る支

援を実施し、ウガンダおよび近隣諸国の経済成長に貢献し、かつ地域格差の是正に配慮したウガ

ンダの貧困削減を支援するものである182。これら重点目標は 4 つの視点で示されており、それに

沿って次に整理する。 

 

1.  経済成長を実現するための環境整備 

ウガンダは、東南部は気候がよく、西部を含めてインフラは整っている。南部は工場が多く、

北部は農業従事人口が中心であり、両者には文化的違いがあることなどが全体的特徴である。 

我が国は、重点目標の 1 つとして経済成長に向けた環境整備をあげているが、「道路や電力の

広域インフラ整備およびそれらの運営・維持管理への支援を通じ、円滑な物資輸送および安定し

たエネルギー資源の供給に貢献」することを特に指摘している。ここでは、道路と電力について

記述する。 
 

(1) 道路 

充分なインフラ社会基盤は、ウガンダ国の経済成長の重要な鍵である。道路状況は相対的には

向上してきているものの、渋滞・道路維持管理財源・地方の道路整備の遅れ（道路の質やネット

ワーク）等の問題が大きい。ウガンダにおける貨物と旅客輸送の 90%以上は、道路輸送に依存し

ているものの、同国の全道路網 78,100 km のうち 6%が舗装されているのみである。この道路網の

うち、国道は 21,000 km、県道は 32,000 km、都市道 13,000 km、コミュニティ道路は 85,000 km に

区分される183。国道については、ウガンダ国道公社（UNRA: Uganda National Roads Authority）が

データベースを構築しているが、地方道路データベースが充分に整理されていないため、適切な

予算申請書を作成できず、効果的な予算配分ができていない184。 

 

同国は、EAC（East Africa Community: 東アフリカ共同体）や COMESA（Common Market for East 

and South Africa: 東南部アフリカ共同体）に加盟しており、加盟国間で関税同盟が設立されている

事を鑑みれば、域内の貿易活動の活性化が予測され、道路ネットワークの拡大と強化は重要課題

である。これらを踏まえて同国政府は、2008 年に「NTMP（National Transport Master Plan:ウガン

ダ国家運輸交通マスタープラン）」を策定し、長期ビジョンや戦略および投資計画を示した。こ

の NTMP は、1997 年に策定された包括的な国家開発計画「PEAP（Poverty Eradication Action Plan: 

貧困撲滅行動計画）」に重点分野として位置づけられていた「経済インフラ整備」が礎石になっ

ており、その後の 2010 年に策定された「NDP」においては、運輸インフラについて、経済面だけ

ではなく社会開発面においても特に重要な基盤と位置付けている。 

                                                        
182 日本国外務省（2012）「対ウガンダ共和国 国別援助方針」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/houshin/pdfs/uganda-1.pdf（2013/10/21 アクセス） 
183Ministry of Works and Transport “Annual Sector Performance Report2012/2013” (September 2013)  P.2, P.15,P.141 
184 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課「技プロ用 事業事前評価表」  P.2 
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/1751c21d3ce7d90a49256bf300087d04/a687367465be9ada492579610079dab2 
(2013/10/22 アクセス) 
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なお、現在実施されている「NDP 2010/11-2014/15」においては、ウガンダ政府はエネルギー、

交通、石油・ガス、ICT の 4 分野のインフラ整備を優先対象と位置づけている。 
 

 

図 VII-1 「NDP 2010/11-2014/15」における優先分野185 

                                                        
185 Republic of Uganda (2010) “NDP 2010/11-2014/15” P.55 
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ウガンダでは、貧困ライン以下の人口の多くが地方に居住しており、特に北部地域が著しい。

北部全体としてインフラ整備が遅れており、道路、電気、給水、学校、等々の数や施設などは全

国平均以下である。これは、北部地域が長期にわたる内戦の影響により、社会経済インフラの整

備が著しく遅れていることが要因である（詳細は「VII-4 北部地域における平和構築」参照）。 

北部に限らず、ウガンダ国の道路ネットワークの不十分さや既存道路の渋滞状況から、医療や

学校への基礎サービスへのアクセスを向上させ、貧困緩和に資するためにも、我が国が道路整備

支援に重点を置く必要があると考えられる（図 VII-2, 3）。 

 
図 VII-2 ウガンダ国における中央と地方の道路ネットワーク（再掲）186 

 

 
図 VII-3 ウガンダ国道路の渋滞状況（再掲）187 

                                                        
186 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.11  
187 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.12 
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ウガンダは、ルワンダ・南スーダン・ケニア・タンザニアに囲まれており、東部アフリカの道

路交通網の中心として重要な役割を果たす点からも、道路整備への早急な対策は必要である。特

に、ケニアのモンバサ港を中心とした北部回廊への物流改善強化は必須であるが、当面は既存回

廊の改修に努力を注ぐことになる188。図 VII-4, 5 の数字が示すように、ウガンダの道路の質は低

く、良好な状態は道路総延長の 6.9％に過ぎない。他の道路との連携などの改善の余地も他国と比

べて、かなり大きい。 

 

 
図 VII-4 北部回廊の各国部分に沿った道路と渋滞状況189 

 

 
図 VII-5 東部サブサハラアフリカにおける主要道路ネットワーク状況190 

                                                        
188 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.14 
189 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.14 
190 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.17 
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(2) 電力 

主要な電力設備はビクトリア湖周辺に集中しており、プロジェクト等の多くも同地域のもとで

進行している。電力整備地域は、主に首都のカンパラと第二の都市ジンジャに限られており、日

本の援助などにより地方の電化は進みつつあるものの、電力整備状況は立ち遅れている（図 VII-6）。 

 

 

 
図 VII-6 ウガンダの電力整備状況（2010年）（再掲）191 

                                                        
191 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.9 
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図 VII-7 に示す通り、ウガンダの全人口のうち電力にアクセスできるのはわずか 9%に過ぎない。

貧困層との関連でみると、首都をはじめとする都市は 50%以上のアクセス率だが、地方に至って

は 10 分の 1 近くの 6%になり、貧困層と重なる。さらには、図 VII-8 からもわかるように、貧困

層が電力補助金にアクセスできている率は、アフリカ地域他国と比較しても非常に低く、我が国

の重点的支援分野となっている。 

 
図 VII-7 ウガンダの電力インフラ水準（2006年）192 

 

 
図 VII-8 電力助成金にアクセス可能な貧困層の割合（2006）193 

                                                        
192 World Bank (2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.30-31 
193 World Bank(2011) “Uganda Infrastructure: A Continental Perspective”  P.43 
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2.  地方部の所得向上 

労働力人口の 8 割が農業に従事しているウガンダは、肥沃な土壌と豊富な降水量に恵まれた農

業に適した環境であるものの、農業技術が未熟な上に流通システムが構築されていないため、農

業生産性が低く農民層の所得向上に結び付いていない。自給作物であり、且つ換金作物であるネ

リカ米を中心としたコメの増産や、一村一品の活性化などを通じて農業生産性および収益性を改

善し、低所得の農民層の所得向上を目指す方針を我が国は打ち出している194。 

 

地方部の収入源に関しては、図 VII-9 から、都市部では自給農業を主な収入源としている家計

の割合が 4.5%であるのに対し、地方ではその割合が 50.4%にのぼることがわかり（2009 年度）、

地方部の所得向上のための施策として、農業が重要な役割を果たすことが理解される。また、食

料不足を経験した農家の割合を示す図 VII-10 からは、北部では 74%の農家が過去 1 年間に食料不

足を経験したと回答したことが分かり、他地域よりもかなり高い。 

 

 
図 VII-9 地域別主要収入源の状況195 

 

図 VII-10 食料不足を経験した世帯の地域別割合196 

                                                        
194 日本国外務省（2012） 
195 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.96 
196 UBOS (2010) “Census of Agriculture 2008/2009 Vol.1 – Summary Report” P.10 
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「Uganda Census of Agriculture 2008/2009 Volume.1 Summary Report」(2010)により、2008 年の二

期作目と 2009 年の一期作目の農業生産物の情報から、同国の基幹作物の生産状況を図 VII-11 と

図 VII-12 に示す。メイズ、豆、食用バナナ、キャッサバ、サツマイモは、同国の農家のほとんど

が栽培している主要穀物の 5 種類であり、特にメイズは、150 万農家世帯が栽培する最も重要な

作物である197。メイズを生産している農家数が最も多いのは、東部地域であり、西部地域、中央

地域が続く。東部地域では、同国の主要作物の豆やキャッサバも多くの農家が栽培しており、西

部地域では、食料バナナや豆を栽培する農家が多くを占めている。そして北部地域は、ソルガム

を栽培する農家が最も多く、メイズやゴマが次に続く。 
 

 

図 VII-11 地域別栽培作物状況（2008年 2期作目）198 

                                                        
197 UBOS(2011) “Uganda Census of Agriculture 2008･2009 Volume 1 Summary Report”  P.12 
198 UBOS(2011) “Uganda Census of Agriculture 2008･2009 Volume 1 Summary Report”  P.13 
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下記の図 VII-12 は、2009 年度の一期作目であるが、東部地域ではメイズやキャッサバを栽培す

る農家数が増加し、西部はメイズや豆を栽培した農家数が減少し、北部ではメイズとソルガムの

栽培農家が増え、豆やキャッサバが減ったことが分かる。2008 年度二期作目と大差はないが、全

体的には、主要メイズ作物を栽培する農家がさらに増え、豆やキャッサバを栽培する農家が減っ

ている。 
 
 

 

図 VII-12 地域別栽培作物状況（2009年 1期作目）199 
 
 
 
 

                                                        
199 UBOS(2011) “Uganda Census of Agriculture 2008･2009 Volume 1 Summary Report”  P.13 
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図 VII-13 は 2008 年におけるウガンダの作物別単収である。北部の単収が全般に低く、農業生

産性が劣っていることが分かる。これらのことから、貧困率が高い北部地域における農業生産性

や収益性の検討・改善が重要と考えられる。 

 

 
Yield (Mt/ha) Cenrtal Eastern Northern Western Uganda

Maize 2.4 2.9 1.2 2.6 2.3
Finger Millet 2.4 1.2 0.7 1.5 1.1

Sorghum 1.2 1.3 0.7 1.4 0.9
Rice 0.8 3.6 1.7 1.6 2.5

Beans 1.4 0.9 1.7 1.7 1.5
Field Peas 0.6 0.4 0.4 0.4 0.4
Cow Peas 0.2 0.5 0.4 0.7 0.5

Pigeon Peas 0.0 0.2 0.4 0.6 0.4
Groundnuts 1.2 0.6 0.6 0.9 0.7

Simsim 0.2 0.4 0.6 0.6 0.6
Soya Beans 0.3 0.8 0.6 0.9 0.6

Banana(food type) 3.3 5.6 5.1 6.0 5.0
Banana(beer) 2.9 0.8 4.8 3.0 2.8

Banana(sweet type) 1.3 1.0 1.2 2.3 1.6
Cassava 3.2 3.1 3.6 3.4 3.3

Sweet Potato 3.2 5.3 4.8 3.0 4.1
Irish Potato 2.8 3.6 2.2 5.2 4.7
Arabica (old) 0.2 3.4 0.7 1.0 1.4
Robusta (old) 1.3 0.8 0.3 2.7 1.4
Arabica (new) 0.8 2.0 0.8 2.1 1.8

Robusta Clonal 1.7 1.0 0.0 2.7 1.8  
図 VII-13 ウガンダ地域別作物単収（2008年）200 

                                                        
200 Uganda Bureau of Statistics(UBOS) (2009) “Census of Agriculture 2008-2009 Vol.4 Crop area and production report” 
P.34～69  Table 3.1～3.20 より作成 
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次に、農業生産性をあげるために非常に重要な投資資材について見てみる。農業生産性の低さ

の理由として、農業投資材（種子・肥料・農薬）の利用が少ないことが考えられる。ウガンダで

農業投資材を使用している農家の割合を地域と資財別に、図 VII-14 に示す。360 万の農業世帯の

うち 91.7％の農家が在来品種の種子を使用しており、西部の農家が最も多く利用している（29.8%）。

東部でも多いが、改良されたハイブリッドな種子をより使用していることが分かる（42.7%）。こ

のように東部では、有機肥料や除草剤など他の様々な農業投資財を活用している率が他の地域よ

りも高く、全体的に北部は少ないことが理解される。 

 

農業生産性の改善のためには、必要で有益な情報を得られるかにも影響を受ける。下記の図

VII-15 によると、ほとんどの農家はさまざまな情報（天候、貸付、農業機械、穀物の種類、病気、

マーケティング等）をラジオから入手している。次に農家同士の情報交換によるものとなってお

り、特にマーケティング情報については、その傾向が高いことが特徴的である。また、農業改良

普及員から情報を得る割合はいずれも一桁台に過ぎず、非常に少ない。 

 
図 VII-14 農業投資材の種類における地域別農家の割合（単位：%）201 

 

 

図 VII-15 農家の農業関連情報と情報源の分布202
 

                                                        
201 UBOS(2011) ”Uganda Census of Agriculture“2008/2009 Vol.1 Summary Report” P.8 
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ウガンダ政府が実施している農業普及サービスへのアクセスをみると、過去 1 年の間に普及員

と接触した農家の割合は、西部が最も多く、北部は少ない（図 VII-16）。国の農業指導サービス

が実施している農業研修に参加している人も、北部は他地域の半分程度である（図 VII-17）。 

 

 
図 VII-16 普及員の訪問の有無203 

（注：Household survey (2005/06) の実施前 1年間について） 
 
 
 

 

図 VII-17 国家農業指導サービスの訓練プログラムに参加した地域別割合204 
（注：NAADS=National Agricultural Advisory Services） 

                                                                                                                                                                             
202 Uganda Bureau of Statistics“Uganda Census of Agriculture 2008･2009 Volime.1 Summary Report”P.6 
203 UBOS (2007) “Uganda National Household Survey(UNHS) 2005/2006 Report On The Agricultural Module”  P.97 
204 UBOS(2006) “UNHS 2005/2006 Report On The Agricultural Module” P.99 
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作付面積と灌漑の状況を見ると、ウガンダの国土面積のうち 30％が作付されており、灌漑ポテ

ンシャルエリアは 90,000 ha205 が存在するにもかかわらず、実際には 12,080 ha しか灌漑が整備さ

れていない（図 VII-18～20）。農家世帯の中で、保有地において何らかの灌漑の存在を報告して

いるのは 31,400 世帯(0.9%)にすぎず、地域的に見ると、灌漑の存在を報告した農家の割合は北部

が 8.9%と最も少ない。 

 

 
図 VII-18 国土面積と作付面積206 

 

 
図 VII-19 灌漑設備の状況207 

 
 

 
図 VII-20 地域別灌漑設備の有無208 

注：“Uganda Census of Agriculture (2008/09)” 回答者 3600万人が対象 

                                                        
205 FAO (2005) “Aquastat Survey 2005 Uganda” P.8 
http://www.fao.org/nr/water/aquastat/countries_regions/UGA/CP_UGA.pdf（2013/12/05 アクセス） 
206 FAO (2013) “Country Fact Sheet Uganda” 
http://www.fao.org/nr/water/aquastat/data/cf/readPdf.html?f=CF_UGA_en.pdf（2013/12/05 アクセス） 
207 FAO (2013) “Country Fact Sheet Uganda” 
208 UBOS(2011) “Uganda Census of Agriculture 2008-2009 Vol.1”  P.9 
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農産物流通の側面を考えると、コミュニティの道路整備状態は流通コストに影響を与えること

から、留意しなければならない。下表から幹線道路舗装路へのアクセスは 19.6％とウガンダでは

依然として低いことが分かる（2009 年度）。また北部ではその傾向が顕著であり（5.9%）、流通

コストが上昇して地方部の所得に影響を与えることが懸念される。コミュニケーションおよび金

融サービスへのアクセスは、全体的に 2005 年度から 2009 年度にかけて改善しているが、いずれ

の項目も北部が最も低い。 

 
図 VII-21 ウガンダの道路整備率（2009年度）209 

 

 
図 VII-22 コミュニケーションおよび金融サービスへのアクセス210 

                                                        
209 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.156 
210 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.157 
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土地所有に関する法律が改定になったことを知らない北部の農家は多い。図 VII-23 に農家世帯

主における法律改定に関する知識の有無の地域別割合を示すが、その配偶者についても同様の傾

向がみられることがわかっている。情報にアクセスする力も北部は脆弱であることが理解される。 

 

 
 

 
図 VII-23 農家世帯主の土地所有法改定の知識の有無を 

地域別にみた割合211 

                                                        
211 UBOS(2007) “Uganda National Household Survey(UNHS) 2005/2006 Report On The Agricultural Module”  P.102 
（なお、同様の配偶者に関する情報の図も同頁に掲載されている） 
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3.  生活環境改善（保健・給水）に向けたインフラやサービス、サービスへの 
アクセス状況の現状 

(1) 保健 

図 VII-24 に、ウガンダの保健医療施設数の推移を示す。2004 年以降、保健医療施設の数は増加

しているが、貧困層が多い北部地域では病院、保健センターとも、数が少ない（図 VII-25）。輸

血が可能な医療施設も、貧困層が多い北部に行くほど少なくなる（図 VII-26）。 

 

 

図 VII-24 ウガンダの保健医療施設数（2004～2010年）212 
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図 VII-25 保健医療施設の地域別分布213 

                                                        
212 Ministry of Finance, Planning and Economic Development(MoFPED), Uganda(2012)  
“The state of Uganda population report 2012” P.127 
http://mail2.unfpa.or.ug/pub/2012/2012_SUPRE.pdf（2013/12/06 アクセス） 
213 “The state of Uganda population report 2012” P.127 Figure 7.9 を元に作成 
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図 VII-26 ウガンダにおける輸血可能な保健施設の分布（2006年）214 

                                                        
214 WHO and Ministry of Health, Uganda (2006) “Service Availability Mapping” P.27 
http://www.unfpa.org/webdav/site/global/shared/documents/publications/2010/srh_guide/Docs/SAM/SAM_report_Uganda.pdf 
（2013/12/05 アクセス） 
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妊産婦死亡率や避妊具普及率等の地域別データは集計されていないが、「医師・助産婦の立ち

会いによる出産の割合」については、地域別データが取られている。立ち会い出産率は、首都カ

ンパラでは 93.0％、都市部全体では 89.1％に達しているが、地方になると 52.8％と大きく下がり、

北部貧困地域に至ってはさらにその地方平均以下の値になることがわかっている。 

 

 
図 VII-27 ウガンダの出産環境（2011年）（再掲）215 

                                                        
215 UBOS(2011) “UDHS 2011” P.113 
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(2) 給水・衛生 

安全な飲料水にアクセスできるか否かは、人間が生きていくうえで重要な条件であり、様々な

取り組みがなされてきている中でも改善がみられる分野である。安全な水を継続して利用できる

人口の割合は 68％まで上昇しており、特に地方における改善度合いが大きい（図 VII-28）。 

しかし、飲料水へのアクセスを距離でみた場合、都市部は平均 0.2 km、地方では平均 0.8 km で

ある。さらに、飲料水へのアクセスを時間でみた場合の都市部は平均 14.5 分、地方では平均 29

分であり、地方では改善の余地が未だ大きい（図 VII-29）。 

 

 

図 VII-28 安全な飲料水へのアクセス（再掲）216 
 

 

図 VII-29 地域別安全な水へのアクセス（2005年度/2009年度）217 

                                                        
216 MoFPED, Uganda(2010) “MDG Goals Reports for Uganda 2010”  P.30 
217 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.123 
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図 VII-30 はウガンダ全土の安全な水へのアクセス状況であるが、貧困層の多い北部地域であっ

ても、水へのアクセス状況は場所によって大幅に異なっている。また、中部～南部も安全な飲料

水へのアクセスが困難な地域が存在する。 

 

 
図 VII-30 ウガンダにおける安全な飲料水へのアクセス状況（2008年）218 

                                                        
218 Ministry of Health/Ministry of Water and Environment/Uganda Bureau of Statistics/International Livestock Research 
Institute/World Resources Institute (2009)  
“Mapping a Healthier Future - How Spatial Analysis Can Guide Pro-Poor Water and Sanitation Planning in Uganda” P.19 
http://www.wri.org/sites/default/files/pdf/mapping_a_healthier_future.pdf（2013/12/05 アクセス） 
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衛生施設は、都市部では水洗トイレが 10.2％普及しているが，地方では 0.3％にとどまっている。

地域別に見ると、北部では屋外（トイレなし）の割合が 24.9％と一番高い。 
 

 
図 VII-31 衛生施設のタイプ別にみた世帯割合（2009年度）219 

                                                        
219 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.120 
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衛生施設の状況を見た場合、中部～南部は比較的衛生施設が整備されているのに対し、北部地

域の状況はきわめて悪く、貧困層の分布地域と重なっている（図 VII-32）。 
 

 

図 VII-32 ウガンダにおける衛生施設の状況（2002年）220 

                                                        
220 “Mapping a Healthier Future - How Spatial Analysis Can Guide Pro-Poor Water and Sanitation Planning in Uganda”  P.32 
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4.  北部地域における平和構築 

ウガンダ北部地域における国内避難民帰還・定住を支援するための生活基盤整備などを実施し、

地域間格差（北部および中・南部との格差）是正に貢献することが重視されている221。よって、

「北部と南部間格差」と「紛争による貧困」との関係性を検討するために、北部地域の社会生活

基盤をはじめとする現状の課題点や背景、そして紛争との相関関係など検証する。 

 

(1) 北部地域の概略と現状 

ウガンダの北部地域は 1980 年代以降、LRA を初めとする武装勢力により、20 年以上紛争状態

にあり、その間は地方政府機能が事実上停止し、社会・経済インフラが破壊され、200 万人もの

国内避難民（IDP）が発生したと言われている。また、子どもは誘拐されて強制的に軍の兵士に編

入させられたり（P.60「紛争により発生した社会的排除グループ」参照）、一般市民への暴力行

為が行われたことも指摘されているが、「神の抵抗軍」との和平交渉開始により治安は大幅に改

善し、2008 年頃から IDP の帰還が本格化した。しかし、帰還した人々は、IDP キャンプ時に得て

いた人道緊急援助がなくなり、厳しい生活環境に直面している。 

 

現在は、緊急・人道支援から復興・開発フェーズへと移行し、長期間の内戦によって開発が遅

れている北部地域では、生活基本インフラが著しく不足している状況であり、帰還避難民の定住

促進に向けては多くの課題が残されている。この状況の改善のため、ウガンダ政府は 2007 年に北

部復興開発計画（PRDP: Peace Recovery and Development Plan for Northern Uganda）を策定し、開発

資金を北部へ重点的に配分している。 

 

この PRDP では、55 の Districts と 9 の Municipalities をカバーしており、北部ウガンダの安定に

向けて北部とそれ以外の地域の格差を埋めるために、コミュニティの社会経済開発を促進させる

目的を持っている。これら 55 の Districts には、ウガンダの人口のうち約 38％が住んでおり、その

うちの 3 分の 1 が紛争や牛の窃盗の影響を著しく受けてきている222。 
 

紛争の影響を受けている地域は、次の図 VII-33～35 の通りである。なお、紛争のインパクトは、

PRDP によって、①紛争または牛の窃盗被害の影響を強く受けている、②点在する紛争および牛

の窃盗被害の影響を受けている、③紛争余波がある、の 3 つに区分されている。 

 

図 VII-33 では、紛争の影響を受けている地域はピンク色、時々影響がある地域は薄青緑色、余

波がある地域は濃い青色で示しており、北部圏内の北中・北東部に位置する Acholi や Karamoja

等は影響がまだあることが分かる。West Nile や北部圏内南部は、時々紛争の影響を受け、同圏内

の南東部や西の一部は紛争の余波がある状況である。さらに詳しい情報は、図 VII-34 と図 VII-35

において、上記①～③の 3 区分による紛争影響情報を示す。 

                                                        
221 日本国外務省（2012）「対ウガンタ共和国 国別援助方針」 
222 Office of the Prime Minister, Uganda (OPM) (2011) “Mid Term review of the Peace, Recovery and Development 
Plan(PRDP) for Northern Uganda” P.i-ii 
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図 VII-33 PRDP所轄の紛争影響地域と状況（2011年）223 

                                                        
223 OPM, Uganda(2011) “Mid Term review of the Peace, Recovery and Development Plan(PRDP) for Northern Uganda” P.1 
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図 VII-34 地域別の紛争影響状況224 

 
注：Acholi：北部（Northern District）または中北部(North Central)等の表記が政府資料によって見られるが、本プロファイルでは

「中北部」（Mid Northern）（Uganda Bureau Statistics(2012)より）で統一している。 
 Bukedi：Eastern District に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「East Central」で統一。理由は上記同様。 

Bunyoro：上記同様に、Western District に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「Mid Western」で統一。 
   Elgon：上記同様に、Eastern District に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「Mid Eastern」で統一。 
   Karamojya：上記同様に、Northeastern に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「北東部」（North East）で統一。 
  ＊ウガンダ国の場合、行政区分の変更（分離や再編成等）が多いため注意を有する。 

                                                        
224 OPM, Uganda(2011) “Mid Term review of the Peace, Recovery and Development Plan(PRDP) for Northern Uganda”  P.27 
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図 VII-35 地域別の紛争影響状況225 
注：Lango: Northern District に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「North East」で統一。 
  （Uganda Bureau Statistics(2012)より） 

Teso: Eastern District に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「North East」で統一。 
 West Nile: Northern District に含めた表記等もあるが、本プロファイルでは「West Nile」（West Nile）で統一。 

 

2007 年に策定された最初の PRDP のレポートによれば、紛争の影響下にある北部地域を North 

West 地域（現：West Nile 地域）、North Central 地域（現：Mid Central 地域）、North East 地域（現：

Karamoja 地域）と 3 区分し、特徴などを記述している。例えば、3 地域の共通項としては、①所

得創出のための経済活動は農業、②所得金額（月額 15,000-17,000 ウガンダシリング程度）、③宗

教（カソリック、プロテスタント、イスラム等）、④平均寿命（44-48 歳）、などがあげられ、大

差はない。異なる点としては、①各地域には独自の主要言語があり、重複しないこと、②識字率

については、他 2 地域と比較して、Karamoja が非常に低いこと、があげられる226。また、北部地

域の中でも西部と東部は干ばつの脅威があり、中央部は多くの人口が流動している特異性が指摘

されている227。 

                                                        
225 OPM, Uganda(2011) “Mid Term review of the Peace, Recovery and Development Plan(PRDP) for Northern Uganda” P.27 
226 The Republic of Uganda (2007) “Peace, Recovery and Development Plan for Northern Uganda (PRDP) 2007-2010”  P.xii 
227 The Republic of Uganda (2007) “Peace, Recovery and Development Plan for Northern Uganda (PRDP) 2007-2010”  P.30 
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(2) 北部地域の貧困状況 

はじめに、ここ 20 年間におけるウガンダ北部と全国の貧困度合いの状況を図 VII-36 に示す。

1992 年時点では、北部人口の 74％が貧困ライン以下であり、全国平均では 56％であった。その

後、北部と全国平均の双方の貧困度合いは徐々に減少してきているが、両者の格差はあまり縮小

されていない。しかしながら、人口増加によって北部貧困層の人口も増えたものの、貧困率が減

少（北部は、1999 年度から 2005 年度までの貧困減少がほぼ横ばい状態であったものの、2005 年

度から 2009 年度の間に貧困率が 15％減少）していることから、改善に向かっていることは分か

る。ウガンダにおける総貧困層（420 万人）の 56％の人々は、PRDP の対象区域に住んでいる228。 
 

 
図 VII-36 居住人口の貧困割合： 

北部地域と全国平均比（1992年～2009年度）（再掲）229 

                                                        
228 OPM, Uganda(2011) “Mid Term review of the Peace, Recovery and Development Plan(PRDP) for Northern Uganda”  P.3 
229 OPM, Uganda(2011) “Mid Term review of the Peace, Recovery and Development Plan(PRDP) for Northern Uganda”  P.2 
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次に、「Poverty Status Report」による北部 3 地域の貧困度合（図 VII-37）を見てみると、West Nile

地域と Mid-northern 地域は絶対的貧困層が約 40％、North-east 地域は 75.8％となっており、他地域

よりも絶対的貧困層の発生頻度が高いことが特徴的である。 

 

 
図 VII-37 ウガンダ各地域の貧困状況（2009年度）230 

                                                        
230 MoFPED, Uganda(2012) “Poverty Status Report” P.21 
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図 VII-38 ウガンダの地域別貧困状況（2009年度）（再掲）231 

 
 

 

図 VII-38 の貧困ギャップ率および 2 乗貧困ギャップ率から、北東部は貧困の度合（深刻さ）が

かなり高いことが分かる。北東部は、Karamoja 地域を含んでいるが、現在も紛争や、牛などの家

畜の窃盗被害の影響を強く受けている地域と重なっている。 

 

PRDP は、フェーズ 1（2009 年 7 月～2012 年 6 月）とフェーズ 2（2012 年 7 月から 2015 年 6 月）

の 2 つに区分される包括的なプログラムであり、OPM の調整管理のもとに進められている232。目

標は、ウガンダの北部地域が主要な社会経済指標において、全国平均レベルに達することである。 

                                                        
231 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.76  
232 Office of the Prime Minister(OPM), Uganda (2012) “Monitoring and Evaluation Framework for PRDP 2” P.17 
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ウガンダ統計局が測定している 6 つの社会経済指標が、PRDP のモニタリングにおけるインパ

クト指標として選択されており233、図 VII-39 のようになっている234。この図を見ると北部地域は、

貧困ライン以下の人口割合、一日の食事回数が一回だけの者、18 歳以下の家族員でブランケット

を持たない者がいる世帯の割合、一足の靴も持たない家族員がいる世帯割合が全国平均よりも高

い。また、屋根が鉄板の家庭の割合、10 歳以上の男女の識字率は全国平均よりも低い。また、West 

Nile、North-east、Mid-northern の 3 地域においても、上記と同様の傾向が見られるが、一日の食事

回数が一回だけの者の割合は、West Nile は最も少ない。 

 

図 VII-39 PRDPのインパクト指標（2009年度のベースライン値）235 
 

Note236: 
1) Indicators from the Uganda Demographic and Health Survey (UDHS) have not been included in the PRDP 

monitoring system because the UDHS is only conducted every five years and the timing(2006,2011 and 2016) does 
not correspond to the implementation of PRDP. 

2) An estimated 90% or more of the interventions under PRDP are located in the three UBOS (Uganda Bureau of 
Statistics) sub regions. 

3) The literacy rate for men is the only exception. This could be an effect of large part of population of Acholi and West 
Nile having stayed for extended periods in IDP camps with high primarily enrolment. 

4) The UNHS records information on the average number of meals taken by household members per day in the last 7 
days preceding the survey. A meal is considered to be any substantial amount of food eaten at one time. It could be 
of any of the usual occasions such as breakfast, lunch or dinner.  

5) The UNHS targets children less than 18 years and records whether each has a blanket of their own. Shared blankets 
are only counted on one child. 

6) The pair of shoes considered by UNHS is one in good excluding slippers, type shoes (lugabire) and gumboots. 

                                                        
233 Office of the Prime Minister, Uganda(2012) “Monitoring and Evaluation Framework for PRDP 2” P.ii 
234 OPM, Uganda(2012) “Monitoring and Evaluation Framework for PRDP 2” P.18  
なお、UBOS のデータは、地理的に北部地域とされている地域を全て含んではいない。UBOS の北部とは、西

ナイル、Acholi、Lango、カラモジャを指しており、PRDP の所轄の 80％をカバーしている(P.18)。 
235 OPM, Uganda (2012) “Monitoring and Evaluation Framework for PRDP 2”  P.19 
236 OPM, Uganda (2012) “Monitoring and Evaluation Framework for PRDP 2” P.18-19  
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「Peace, Recovery and Development Plan for Northern Uganda (PRDP) 2007-2010」には、健康指標

における北部と全国レベルを比較した図が示されている（図 VII-40）。妊産婦死亡率は、出生 10

万対 650で全国レベルの出生 10 万対 480よりも 170 多く、平均寿命も 4 歳程北部地域が短い（West 

Nile だけは全国レベルよりも若干長い）。安全な水や保健医療施設へのアクセス率なども北部地

域の方が低い。 

 

 

図 VII-40 保健指標に関するウガンダ北部と全国平均の比較（2006年）237 

                                                        
237 The Republic of Uganda (2007) “Peace, Recovery and Development Plan for Northern Uganda (PRDP) 2007-2010” P.71 
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健康指標の状況に補足して、トイレの状況を下の図 VII-41 に示す。北部地域において顕著なこ

とは、藪の中でトイレをすませるまたはトイレの無い人の割合が 25％で、全国平均の 3 倍にも上

ることである。地面に穴を掘ったトイレを使用する人が 73％で最も多いが、他の地域よりも少な

い割合であり、その分藪の中で済ませる人が多いことが考えられる。 

 

 

 
図 VII-41 地域別トイレ施設の状況（2005年度/2009年度）238 

                                                        
238 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.120 
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健康に関する指標以外で北部地域の貧困状況を見るために、識字率を採り上げる。 

 

第一に、2005 年度の男女識字率は 2009 年度には 3～7％上昇しており、全国レベルにおいても

同様の傾向であることが分かった。また、両年度において男性よりも女性の識字率は低く、全国

レベルでも同様である。北部は男女ともに、全国レベルよりも識字率が 10％程度低く、特に女性

の場合に格差が大きいことが特徴である。男女および地域別の就学率を、次頁に示す。 

 

 

 

図 VII-42 男女の識字率比較と地域分布（2005年度/2009年度）（再掲）239 

                                                        
239 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.16 
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図 VII-43 男女および地域別就学状況（2011年）240 

                                                        
240 UBOS (2011) “UDHS 2011”  P.26 
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前頁の就学状況を見ると、就学前・初等・中等教育における純就学率も粗就学率も、Karamoja、

中北部（この図の場合 North）、West Nile は全国平均より、低いことが分かる。これら 3 地域の

就学前教育については、純・粗就学率の両方が全国平均以下である。 

 

初等教育については、純就学率は全国平均よりも約 10～20％ほど低く、特に Karamoja が低いこ

とが理解される。粗就学率になると、他地域も同様だが、北部の 3 地域は 100％以上を大きく超

えるため、学齢期に学校へ通えなかったり留年したりしたケースが多いこと（紛争や貧困による

影響等）などが推察される。中等教育については、初等教育以上に 3 地域と全国地域の格差が大

きく、2～4 倍になる。 

 

実際の所得状況を図 VII-44 に示す。北部地域における月収平均は、全国平均を大きく下回って

おり、2005 年度は全国平均の約半分である。2009 年度は所得金額自体は上昇しているものの、や

はり全国平均の半分以下となっており、格差は拡大している。また、所得金額についても、北部

の農村地域が最も低い。 
 

 

 

図 VII-44 地域別月収平均（2005年度/2009年度）241 

                                                        
241 UBOS(2010) “UNHS 2011”  P.93 
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続いて、郵便局、電話サービス、銀行、マイクロクレジット機関等へのアクセス状況を下図に

示す。これらのサービスへのアクセス率は、いずれも 2005 年度よりも 2009 年度に大きく改善し

ているが、全国平均と比べた場合の北部は、他地域よりも低いことが注目される。特に、電話や

銀行へのアクセス状況が低くなっている。 

 

 
図 VII-45 コミュニケーションおよび金融サービスへのアクセス（再掲）242 

                                                        
242 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.157 
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5.  教育セクター 

(1) 教育へのアクセスと就職率・報酬の格差 

下図はウガンダにおける地域別の教育の修了状況について記載している。北部地域では学校教

育を受けていない割合が 22.8％と最も多く、初等教育修了者の割合は全国平均より少し上回るも

のの、中等教育を受けた者は 18.2％と最も少なく、全国平均よりも低い。 

 

 

図 VII-46 ウガンダにおける地域別の教育修了状況（2009年度）243 

                                                        
243 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.19 
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下図は、教育レベル別にみた労働力の分布を表している。この図によると、2009 年度において

は、初等教育修了以下の労働者が 70％に上り、非常に多いことが分かる。 
 

 

 
 

図 VII-47 教育レベル別にみた 14-60歳の労働力分布（2005年度/2009年度）244 

                                                        
244 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.32 
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下図では、地域別・世帯主性別ごとの平均収入を示している。2005 年度と比較すると 2009 年

度は平均収入が約 2 倍に上昇しているが、男女世帯主間の格差はより拡がったと言える。また、

教育水準も収入に大きく影響しており、地方において高校以降を進学した世帯と未就学世帯では

およそ 4 倍の差が出ており、さらに都市部では 5 倍の差になっている。 

 

ウガンダでは労働者の 70%が初等教育修了以下であるが、下図の 2009 年度のデータによると、

初等教育を修了した労働者は中退した労働者と比較すると地方部では 153%、都市部では 187%も

多く収入を得ている。このことから、初等教育を修了しているか否かが大きく収入格差、貧困に

関係している。 

 

「JICA ウガンダ国ナカワ職業訓練校復興プロジェクト（1997-2002 年）」の報告書によれば、

職業訓練校卒業生の国家技術試験合格率が高い、2000 年卒業生追跡調査によるとナカワ校卒業生

の 90%が就職しており、企業に対するアンケート調査結果も評価が高い、などの事実が判明して

いる。 
 

 

 

図 VII-48 世帯主性別および地域別の平均収入（2005年度/2009年度）245 

                                                        
245 UBOS(2010) “UNHS 2009/10”  P.94 
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(2) 保健指標と教育（母親の教育経験の有無） 

ここでは、母親の教育経験の有無により、重点分野である保健に関する指標にどのような影響

を与えているかを記述する。 

第一に妊婦の出産場所について、地域・年齢・母親の教育経験別の状況を下の図 VII-49 に示す。 

これは、2010 年から過去 5 年間の数値である。妊婦の 57%は医療施設で出産をしており、約 42%

は自宅で出産している。20 歳以下の 66%もしくは、第 1 子を出産する妊婦の 73%は医療施設での

出産を経験している。また都市と地方を比較すると、都市の 90%の妊婦が医療施設を利用したの

に対し、地方部では 52%に留まっている。地域別にみると、カンパラ以外の医療施設選択率は 60%

程度であるが、特に Karamoja 地域だけが 27%と著しく低い値を示していることが分かる。 

教育の観点から見ると、高等教育を受けた妊婦の 81%が医療施設を利用していたのに対し、初

等教育のみを受けた妊婦は 53%、教育を受けていない妊婦は 36%に留まっていることから、教育

レベルと出産場所の関係性は認められる。また、自宅出産を選ぶ妊婦が初等教育レベルの妊婦で

は約 45%、教育を受けていない妊婦では約 62%に上るが、基本的に訓練された介助者の支援を受

けない為、出産時の感染症および、出産時に適切な医療措置を受けられない可能性が高くなるこ

とが推察される。 

 
図 VII-49 母親の年齢、教育経験、地域別の出産場所の状況（2011年）246 

                                                        
246 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.111 
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次に、出産時の介助状況と教育の関係についてだが、下図より、全体の 58%が医者や看護師か

らの何らかの介助を受けていることが分かった。高等教育を受けた妊婦の約 80%は、医者や看護

師の介助を受けている。また、初等教育を受けた妊婦は 54%、教育を受けていない妊婦は 37%だ

けが医者や看護師の介助を受けるに留まっている。 

 

 

図 VII-50 出産時の介助状況（2011年）247 

                                                        
247 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.113 
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次に示す図 VII-51 は、地域別の手洗い状況に関する調査結果である。 

Karamoja 地域と West Nile 地域では 80%以上、北部、西部地域では 60%の世帯が、水も石鹸も

使わないという衛生状況である。 

 

 

図 VII-51 地域毎の手洗い状況に関する調査結果（2011年）248 

                                                        
248 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.16 
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下図では、世帯地域別の水へのアクセス状況を示している。注目すべきは、都市部においては

70%以上が水を摂取する前に沸騰させているが、地方部では 58.9%が何もせずに摂取していること

である。地方部では、安全な水源を使用しているのは 65%のみの世帯であることを考えると、水

を浄化せずに飲用することは、病気を発生させる原因となり得る。 

整備不十分な井戸からの水を摂取するなど、安全ではない水源へのアクセスが 33.6％もある地

方部では、知識啓発が必要となる。また、煮沸やフィルターを取り付ける等適切な水処理方法を

利用する人の割合は、都市で 72.8％、地方では 40.8％となっており、約 2 倍もの乖離がある。 

 

 
図 VII-52 世帯毎の水へのアクセス状況（2011年）249 

                                                        
249 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.12 
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女性が、新聞・TV・ラジオ等のマスメディアにアクセスする状況を下記の図 VII-53 に示す。情

報を得ることや社会の変化に気付く機会をどれだけ持ち合わせているかを見る。全女性の 6.4％は

一週間に一度は新聞、TV、ラジオのいずれかにアクセスしており（男性の半分以下）、74％の女

性が一週間に一度はラジオに耳を傾け、20％の女性が一度は TV を見ている。最もアクセス率が

多い媒体はラジオであり、TV、新聞と続く。 

 

北部地域の女性達は、新聞や TV にアクセスする率がかなり低いが、ラジオには多くの人達が

アクセス出来ている。ただし、Karamoja 地域においては、ラジオへのアクセスも低く、東部地域

も 3 つの媒体へのアクセスは低い状況である。年齢および教育経験別にみると、新聞を読むこと

については識字率が影響していることが推察される。 

 

 
図 VII-53 女性のマスメディアへのアクセス状況（2011年）250 

                                                        
250 UBOS(2011) “UDHS 2011”  P.35 
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(3) 農業と教育 

ウガンダの主要産業である農業分野における従事者の教育経験の有無と農作物の収穫格差を見

てみる。下図は、農家の土壌に対する理解度の調査であり、5 種の農作物（メイズ、キャッサバ、

マメ、ソルガム、バナナ）の内、土壌を改善する作物はどれかを農家世帯に聞いたものである。 

ウガンダの農業普及員は近年、豆が養分固定により土壌肥沃化を促進すると助言しているため、

豆が解答となる。全体で 410 万人の農民が回答し、160 万人（39%）が豆と回答しているが、50%

は他の作物を、10%は不明と回答している。特筆すべきは、北部地域では、豆と回答できた農家

の割合が 28%に留まり、36.2%が土壌肥沃度を低めるキャッサバと回答している。また、東部地域

においても、豆と回答した農家の割合が 34%と平均を下回っており、両地域は西部、中部よりも

農民の理解度および知識（又は情報へのアクセス度）は低いことを示している。 

 

 
図 VII-54 作物による土壌改良に関する農家の理解度（単位：千人）251 

                                                        
251 UBOS (2007) “UNHS Agricultural Module Report 2005”  P.107 
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2.  主要な情報源リスト 

• JICA 国別主要指標一覧 
 https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html 
 

ウガンダ国官庁 
• ウガンダ政府 

 http://gov.ug/ 

• ウガンダ統計局  
 http://www.ubos.org/ 

• 北部平和構築（PRSP）公式サイト 
 http://www.prdp.org.ug/ 

 

国際機関 
• UNDP ウガンダ 
 http://www.ug.undp.org/uganda/en/home.html 

• 世界銀行（WB） ウガンダ 
 http://www.worldbank.org/en/country/uganda 

• 国際移住機構（IOM） ウガンダ 
 http://uganda.iom.int/ 

• 国連食糧農業機関（FAO） ウガンダ 
 http://www.fao.org/countryprofiles/index/en/?iso3=UGA 

• 国際連合人道問題調整事務所 ウガンダ 
 http://www.unocha.org/eastern-africa/about-us/about-ocha-eastern-africa/uganda 

• WB/AfDB  “Africa Infrastructure Knowledge Portal” 
 http://infrastructureafrica.org/ 
 

貧困データ 
• 世界銀行 

 http://data.worldbank.org/country/uganda 

• 国連 MDGsデータ 
 http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx 

• UNDP人間開発指標 
 http://hdr.undp.org/en/countries/profiles/UGA 
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